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出典：裁判所ホームページ（https://www.courts.go.jp）の裁判例情報をもとに作成 

事件番号 平成 31(受)61 原審裁判所名 福岡高等裁判所 

事件名 請負代金請求事件 原審事件番号 平成 30(ネ)92 

裁判年月日 令和 2 年 9 月 8 日 原審裁判年月日 平成 30 年 9 月 21 日 

法廷名 最高裁判所第三小法廷   

裁判種別 判決   

結果 破棄自判   

判例集等 民集 第 74 巻 6 号 1643 頁   

   

判示事項 請負人である破産者の支払の停止の前に締結された請負契約に基づく注文者の

破産者に対する違約金債権の取得が、破産法７２条２項２号にいう「前に生じ

た原因」に基づく場合に当たり、上記違約金債権を自働債権とする相殺が許さ

れるとされた事例 

裁判要旨 請負人である破産者Ａが、その支払の停止の前に、注文者Ｙとの間で複数の請

負契約を締結していた場合において、上記の各請負契約に、Ａの責めに帰すべ

き事由により工期内に工事が完成しないときはＹが当該請負契約を解除するこ

とができるとの約定及び同約定により当該請負契約が解除されたときはＹが一

定額の違約金債権を取得するとの約定があるという事実関係の下では、ＹがＡ

の支払の停止を知った後に上記の各約定に基づき上記各請負契約のうち工事が

未完成であるものを解除して各違約金債権を取得したことは、破産法７２条２

項２号にいう「支払の停止があったことを破産者に対して債務を負担する者が

知った時より前に生じた原因」に基づく場合に当たり、上記各違約金債権を自

働債権、上記各請負契約のうち報酬が未払のものに基づく各報酬債権を受働債

権とする相殺は、自働債権と受働債権とが同一の請負契約に基づくものである

か否かにかかわらず、許される。 

   

全 文 

主    文  

１ 原判決中、上告人敗訴部分を破棄する。 

２ 前項の部分につき、被上告人の控訴を棄却する。 

３ 控訴費用及び上告費用は被上告人の負担とする。 

理    由 

上告代理人山本紀夫、同松村達紀の上告受理申立て理由第４の１及び２について 

１ 本件は、破産管財人である被上告人が、上告人に対し、破産者と上告人との間の複数の

請負契約に基づく各報酬等の支払を求める事案である。上告人は、破産手続開始前に、その一

部の請負契約について約定に基づく違約金債権を取得したとして、同違約金債権等を自働債

権とする相殺を主張している。 

２ 原審の適法に確定した事実関係の概要は、次のとおりである。 

(1) 上告人と株式会社Ａ（以下「破産会社」という。）は、平成２７年９月から平成２８年

４月までの間に、上告人を注文者、破産会社を請負人として、別紙請負契約目録記載アからエ

までの各請負契約（以下、順に「本件契約ア」などといい、併せて「本件各契約」という。）

を締結した。 
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(2) 本件各契約には、要旨次の各定め（以下「本件条項」という。）がある。 

ア 注文者は、請負人の責めに帰すべき事由により工期内に工事が完成しないときは、契約

を解除することができる。 

イ 上記アの定めにより契約が解除された場合においては、請負人は、報酬額の１０分の１

に相当する額を違約金として支払わなければならない。 

(3) 破産会社は、本件各契約のうち本件契約ウの工事については平成２８年６月１０日ま

でに完成させたが、本件契約ア、イ及びエ（以下、併せて「本件各未完成契約」という。）の

工事については、同月１５日、上告人に対し、資金繰りに窮して続行が困難である旨相談し、

上告人から、工事続行不能届を提出するよう指示された。 

(4) 破産会社の支払の停止を知った上告人は、平成２８年６月２０日までに、破産会社に

対し、本件各未完成契約について、本件条項に基づき解除する旨の意思表示をした。これによ

り、上告人は、本件各未完成契約における本件条項に基づく各違約金債権（以下「本件各違約

金債権」という。）小計２１９８万６５３２円及びその他の債権７５万１１４２円の合計２２

７３万７６７４円を取得した。また、破産会社は、同日までに、本件契約アからウまでに基づ

く各報酬債権（以下「本件各報酬債権」という。）合計２２６８万６４２９円を取得した。 

(5) 破産会社は、平成２８年６月２３日、破産手続開始の決定を受け、被上告人が破産管

財人に選任された。 

(6) 上告人は、平成２８年８月５日、被上告人に対し、上記(4)の本件各違約金債権等合計

２２７３万７６７４円を自働債権、本件各報酬債権合計２２６８万６４２９円を受働債権と

して対当額で相殺する旨の意思表示をした（この相殺のうち、本件各違約金債権を自働債権と

する部分を「本件相殺」という。）。 

３ 原審は、上記事実関係の下において、本件相殺の効力につき次のとおり判断して、被上

告人の請求を一部認容した。 

(1) 本件各違約金債権は、本件条項所定の事由が生じ、注文者が解除権を行使したときに

取得したものであって、破産法７２条１項３号に規定する破産債権に該当する。 

(2) 破産法７２条２項２号は、相殺の担保的機能に対する合理的な期待を保護するため、

同条１項３号に規定する破産債権に該当する場合であっても相殺を禁止しないとしていると

ころ、特定の請負契約における本件条項に基づく違約金債権を自働債権として、これと対価牽

連関係にある当該請負契約に基づく報酬債権を受働債権とする相殺を期待することは合理的

なものといえるが、別個の請負契約に基づく報酬債権を受働債権とする相殺を期待すること

は合理的なものということはできない。よって、本件相殺のうち、自働債権である違約金債権

と受働債権である報酬債権とが同一の請負契約に基づかないものは、許されない。 

４ しかしながら、原審の上記３(1)の判断は是認することができるが、同(2)の判断は是認

することができない。その理由は、次のとおりである。 

(1) 破産法は、破産債権についての債権者間の公平・平等な扱いを基本原則とする破産手

続の趣旨が没却されることのないよう、７２条１項３号本文において、破産者に対して債務を

負担する者において支払の停止があったことを知って破産者に対して破産債権を取得した場

合にこれを自働債権とする相殺を禁止する一方、同条２項２号において、上記破産債権の取得

が「支払の停止があったことを破産者に対して債務を負担する者が知った時より前に生じた

原因」に基づく場合には、相殺の担保的機能に対するその者の期待は合理的なものであって、

これを保護することとしても、上記破産手続の趣旨に反するものではないことから、相殺を禁

止しないこととしているものと解される（最高裁平成２４年（受）第９０８号同２６年６月５
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日第一小法廷判決・民集６８巻５号４６２頁参照）。 

(2)ア 本件各違約金債権は、上告人が破産会社の支払の停止があったことを知った後に本

件条項に基づいて本件各未完成契約を解除したことによって現実に取得するに至ったもので

あるから、破産法７２条１項３号に規定する破産債権に該当する。 

イ もっとも、本件各違約金債権は、いずれも、破産会社の支払の停止の前に上告人と破産

会社との間で締結された本件各未完成契約に基づくものである。本件各未完成契約に共通し

て定められている本件条項は、破産会社の責めに帰すべき事由により工期内に工事が完成し

ないこと及び上告人が解除の意思表示をしたことのみをもって上告人が一定の額の違約金債

権を取得するというものであって、上告人と破産会社は、破産会社が支払の停止に陥った際に

は本件条項に基づく違約金債権を自働債権とし、破産会社が有する報酬債権等を受働債権と

して一括して清算することを予定していたものということができる。上告人は、本件各未完成

契約の締結時点において、自働債権と受働債権とが同一の請負契約に基づいて発生したもの

であるか否かにかかわらず、本件各違約金債権をもってする相殺の担保的機能に対して合理

的な期待を有していたといえ、この相殺を許すことは、上記破産手続の趣旨に反するものとは

いえない。 

したがって、本件各違約金債権の取得は、破産法７２条２項２号に掲げる「支払の停止があ

ったことを破産者に対して債務を負担する者が知った時より前に生じた原因」に基づく場合

に当たり、本件各違約金債権を自働債権、本件各報酬債権を受働債権とする相殺は、自働債権

と受働債権とが同一の請負契約に基づくものであるか否かにかかわらず、許されるというべ

きである。 

５ 以上によれば、本件相殺のうち、自働債権である違約金債権と受働債権である報酬債権

とが同一の請負契約に基づかないものは許されないとした原審の判断には、判決に影響を及

ぼすことが明らかな法令の違反がある。この点に関する論旨は理由があり、原判決中上告人敗

訴部分は破棄を免れない。そして、以上によれば、被上告人の請求はいずれも理由がなく、こ

れらを棄却した第１審判決は正当であるから、上記部分につき、被上告人の控訴を棄却すべき

である。 

よって、裁判官全員一致の意見で、主文のとおり判決する。 

(裁判長裁判官 林景一 裁判官 戸倉三郎 裁判官 宮崎裕子 裁判官 宇賀克也 裁判官 林道晴) 

 

（別紙） 

       請負契約目録 

ア 工事名 a 川筋ストックヤードＨ２８上半期運用工事（a 工区） 

  契約日 平成２８年４月１２日 

  報酬額 ３８５２万３６００円 

イ 工事名 a 川筋河川改良復旧工事（b 工区） 

  契約日 平成２７年９月１７日 

  報酬額 １億３５７７万８６８０円 

ウ 工事名 c 川砂防渓流保全工工事 

  契約日 平成２８年３月３１日 

  報酬額 ２１２万００４０円 

エ 工事名 d～e 線５工区開設工事 

  契約日 平成２７年１０月１９日 
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  報酬額 ４５５６万３０４０ 

 

 

※参考：判例タイムズ 1481 号 25 頁、判例時報 2476 号 18 頁、判例時報 2508 号 158 頁、金

融法務事情 2160 号 74 頁、金融法務事情 2169 号 44 頁、金融法務事情 2171 号 34

頁、金融法務事情 2172 号 26 頁、金融商事判例 1612 号 8 頁、金融商事判例 1613 号

20 頁、ジュリスト 1557 号 106 頁、ジュリスト 1559 号 104 頁 


